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概要 

 

特殊詐欺や悪質商法による消費者被害は、全国的に被害が拡大し、国民に深刻な経済的被害を

もたらしている。「特殊詐欺」とは、犯人が電話やSNS等を通じて対面することなく信頼させ、

又は関係を深めて信用させ、犯人が指定する預貯金口座への振込その他の方法により、現金等を

だまし取る犯罪のことを指すが、近年、被害認知件数及び被害額が急拡大している。また、特殊

詐欺のみならず、故意に消費者をだまそうとする悪質商法の被害も高止まりが続いている。警察

による事件検挙や実態解明が進められているが、被害に歯止めが効かない状況といえる。 

本研究では、特殊詐欺、悪質商法を含めた多種多様な消費者被害を対象とした。消費者被害に

対する脆弱性を、個人レベル、対人・集団レベル、地域・社会レベルの複数の観点から把握し、

被害防止に資する実証的エビデンスを得ることを目的として、特殊詐欺等の被害届提出のため徳

島県警察を訪れた者等を対象とした対面調査及び全国規模のインターネットアンケート調査を行

った。本報告書は、本研究の中間報告として、インターネットアンケート調査の概要及び主要項

目の記述統計を報告するものである。 

調査結果からは、回答者の多くが携帯電話・スマートフォンを保有しており、消費者被害の接

触経路としても、携帯電話・スマートフォン、SMS・メール、SNS、PCメールなどのデジタル経

路が重要な位置を占めていることが示された。一方で、固定電話や居宅訪問をきっかけとする接

触も一定数みられ、デジタル型の被害と従来型の被害が併存している状況がうかがわれた。被害

内容では、架空料金請求詐欺が最も多く、また、オレオレ詐欺では警察職員を名乗るケースが多

く含まれていた。これらの結果は、近年の消費者被害が、デジタル空間における接触と、公的機

関や専門職を装う権威のなりすまし等を組み合わせながら多様化していることを示唆している。 

心理社会状況については、主観的健康状態は全体として中程度以上に分布していた一方で、疲

労感、睡眠の問題、軽度から中程度の認知機能上の困難、孤独感を自覚する回答者も一定数存在

していた。また、詐欺脆弱性に関する項目では、知らない人への警戒意識がみられる一方で、詐

欺にあわないという自信、強い口調への萎縮、特別扱いへの好意的反応、金銭相談への不安な



4 
 

ど、被害場面で判断や相談を妨げ得る心理的特徴も確認された。これらの結果は、消費者被害に

対する脆弱性が、単なる知識不足や高齢であることだけでは説明できず、健康状態、心理的負

担、孤立、対人関係、相談のしやすさなどが複合的に関わる可能性を示している。相談相手につ

いては、被害又は被害にあいそうになった際の相談先として、同居している配偶者・パートナー

や家族が多く挙げられた。一方で、約３割が「誰にも話していない」と回答しており、不審な接

触や被害経験が周囲や公的機関に共有されにくい実態も示された。また、日常の困りごと、金融

管理、人間関係の悩みに関する相談意向では、家族や地域の友人・知人に加え、公的機関の窓口

や専門家への相談意向も一定程度みられた。ただし、配偶者・パートナーや子・孫などの相談相

手については「該当する相手なし」と回答する者も多く、家族を前提とした見守りや相談支援だ

けでは十分に届かない層が存在する可能性が示唆された。 

以上の結果から、消費者被害の予防や早期対応には、生活環境に応じて、デジタル接触経路へ

の対策、固定電話・訪問型被害への対策、権威のなりすましへの具体的啓発、家族や地域による

見守り、公的機関や専門家への相談導線といった側面から対策を検討することが重要である。今

後は、データクリーニングを行ったうえで、年齢層、居住形態、地域特性、被害経験の有無、相

談行動、心理社会的要因等との関連を検討し、消費者被害に対する脆弱性の構造や、被害防止・

相談促進に資する要因を明らかにしていく予定である。 
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１．研究の背景と目的 

2025年の全国における特殊詐欺iの被害認知件数は２万7,832件（前年比+6,789件）、被害額は

約1,423.1億円（前年比+704.3億円）、SNS型投資・ロマンス詐欺の被害認知件数は１万5,168件

（前年比+4,931件）、被害額は約1,834.3億円（前年比+562.4億円）となっており、いずれも前年

に比べて著しく増加している( 警察庁, 2026 )１。 

2025年における都道府県ごとの特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺の被害認知件数iiを基

に、都道府県別の人口千人当たりの被害状況を比較して順位を求めたiiiところ、被害が深刻な順に

香川県、兵庫県、佐賀県、大阪府、滋賀県となっていた。このことから、被害発生と都道府県の

人口規模に関連性はなく、地方であっても多くの被害が発生している状況がうかがえる。 

被害者の年代に注目すると、2025年に認知した特殊詐欺の被害者は、これまでどおり60代以上

が半数以上を占めているものの、20代及び30代の被害者数が前年と比較して２倍以上に増加して

いる( 警察庁, 2026 )１。このことから、被害が高齢者に限らず幅広い年齢層に拡大していると考え

られる。 

手口の傾向として、2025年は特殊詐欺の一態様と分類される「オレオレ詐欺」の被害認知件数

が１万4,489件（前年比+7,737件）となり２倍以上に急増している( 警察庁, 2026 )１。これは、犯

人が警察職員を装って資産の保護や口座に対する捜査などの名目で金銭をだまし取る、いわゆる

「ニセ警察詐欺」が顕著に増加しているためとみられる。このような背景を踏まえ、警察庁で

は、特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺を統計上同じ「特殊詐欺」と呼称することに加え、

新たに「ニセ警察詐欺」を特殊詐欺の独立した手口として位置付けるとの方針も示している( 警察

庁, 2026 )２。 

消費者庁新未来創造戦略本部の所在する徳島県内に目を向けると、2025年の特殊詐欺の被害認

知件数は103件（前年比+12件）、被害額は約６億695万円（前年比+２億566万円）であり、SNS

型投資・ロマンス詐欺の被害認知件数は107件（前年比+48件）、被害額は約10億2,131万円（前

年比+４億3,444万円）であった( 徳島県, 2026 )３。被害認知件数、被害額ともに著しく増加してお

り、先述の都道府県別の人口千人当たりの被害状況の順位について、徳島県は22位であった。さ

らに、徳島県の2026年１月から４月末までにおける特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺の被

害認知件数は73件（前年同期比+20件）、被害額は６億7,094万円（前年同期比+３億6,869万円）

であり( 徳島県, 2026 )４、被害が深刻であった2025年をはるかに上回るペースで被害が増加して

いる。徳島県は、県内全市町村に消費者安全法に基づく消費者安全確保地域協議会（見守りネッ

トワーク）が設置されるなど、消費者行政の先進県であるが、被害に歯止めが効かない状況であ

 
i 犯人が電話やSNS等を通じて対面することなく信頼させ、又は関係を深めて信用させ、犯人が指定する預貯金口座への振込その

他の方法により、現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及び隙を見てキャッシュカード等を窃取する窃盗を含む）の

こと。（警視庁ウェブサイト https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/tokushu/furikome/furikome.html） 

ii 2025年における都道府県ごとの特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺の被害認知件数は、警察庁刑事局資料による。 

iii 都道府県別の人口千人当たりの被害状況は、都道府県ごとの特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺の被害認知件数 ／ 令和７

年度国勢調査人口速報集計（単位:千人） で計算した。 

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/tokushu/furikome/furikome.html
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る。 

悪質商法に関しては、2024年における全国の消費生活センターに寄せられた消費生活相談件数

は約90万件となり、前年の約91万4,000件からやや減少している( 消費者庁, 2025 )５。しかし、消

費生活相談１件当たりの平均金額をみると、請求された又は契約した金額である「平均契約購入

金額」が約87万8,000円（前年比+４万8,000円）、実際に支払った金額である「平均既支払額」が

約48万4,000円（前年比+４万1,000円）であり、いずれも前年より増加している( 消費者庁, 2025 )

５。 

また、悪質商法による被害状況について、2024年中の利殖勧誘事犯ivによる被害者数は８万

6,128人（前年比+５万4,135人）、被害額は1,776億215万円（前年比+516億4,776万円）であり、

同年中の特定商取引等事犯による被害者数は４万1,589人（前年比-３万4,388人）、被害額は97億

6,853万円（前年比-1,016億9,410万円）との報告がなされている( 警察庁, 2025 )６。 

このように、消費者被害（特殊詐欺・悪質商法）の手口の多様化が進んでいるとともに、その

発生件数や被害金額も高水準で推移していることから、効果的・網羅的な対策を検討するための

実証的エビデンスの創出が求められる。 

被害に対する脆弱性は個人レベル、対人・集団レベル、地域・社会レベルで存在するが、現在

の被害防止のための対策は、啓発物配布、防犯教室、個人に対する注意喚起など多種多様な介入

が総合的に行われている。しかし、個人がどのような脆弱性を有しているのか、また、地域住民

が不審な連絡や被害の可能性をどのように認知し、誰に相談し、どのように情報提供行動を行う

のかについては、十分に明らかになっていない。 

本研究では、こうした課題を踏まえ、消費者被害に関連する個人の生活状況、被害・回避経

験、心理社会状況、相談相手や情報提供行動に関する実態を把握することを通じて、上述の３つ

のレベルにおける脆弱性の要因を明らかにし、被害に至る要因や被害を回避する要因を実証的に

検討することを目指している。特に、被害防止を個人の自助努力のみに委ねるのではなく、家

族、地域、相談機関、行政、警察等を含む多層的な支援・介入のあり方を検討するための基礎的

知見を得ることが重要である。さらに、住民一人ひとりが自身の状況や地域の特性に応じて消費

者被害を予防するための基礎的な知見としたい。よって、本研究は、学術的意義だけでなく、個

人の自助努力による解決が困難な場面での対策や、集団を対象とした多様な介入の場面の検討に

資すると考えられ、実務的な意義が大きいと考えられる。 

本報告書は、本研究の目的を達成するための中間報告として、調査の概要及び主要項目の記述

統計を整理するものである。したがって、本報告書では、消費者被害の発生要因や因果関係を直

ちに明らかにすることを目的とするのではなく、まず、調査対象者の基本的属性、生活状況、被

害・回避経験の分布、心理社会的特徴、相談相手の状況などを概観し、今後の詳細分析に向けた

基礎資料を提示することを目的とする。 

 
iv 手持ちのお金を増やしたいという利殖願望につけ込んで、未公開株、社債、ファンド、外国通貨等の取引を装って「値上がり

確実」「絶対に損はしない」「元本は保証する」などといって勧誘し、購入代金や出資金をだまし取る商法のこと。（警視庁ウ

ェブサイト https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/higai/shoho/rishoku_shoho.html） 

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/kurashi/higai/shoho/rishoku_shoho.html
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なお、本報告書で扱う集計結果は、現時点での中間的な集計に基づくものであり、欠損値やデ

ータ品質上の確認を要する回答を含むサンプルを対象としている。そのため、数値の解釈にあた

っては、確定値ではなく暫定的な傾向として捉える必要がある。今後は、データクリーニングを

行ったうえで、年齢層、居住形態、地域特性、被害経験の有無、相談行動、心理社会的要因等と

の関連を検討し、消費者被害に対する脆弱性の構造や、被害防止・相談促進に資する要因を明ら

かにしていく予定である。 

 

２. 調査概要 

本研究では、特殊詐欺等の被害届提出のため徳島県警察へ来訪した者等に対する対面調査

及び全国規模のインターネットアンケート調査を行った。 

本報告書ではインターネットアンケート調査の結果について考察することから、ここでは

同アンケート調査概要について記述する。 

なお、本研究は、消費者庁新未来創造戦略本部国際消費者政策研究センターの倫理審査委員会

にて承認を得ている。 

 

２.１ 調査対象者 

調査対象者は、全国 47 都道府県に居住する 20 歳以上の者とした。 

アンケート回収数は各都道府県の人口比を考慮し、全国で最も人口の少ない鳥取県の回収

数を 100 件として都道府県ごとに回収数を算出し、合計２万 5,500 件とした。 

いずれの都道府県においても、年代（20 代、30 代、40 代、50 代、60 代以上の５段階）及び

性別（男女）を考慮して均等に回収することとした。 

 

表１ 居住地カテゴリー47都道府県ごと目標回答数 

番号 都道府県名 有効回答数 番号 都道府県名 有効回答数 

１ 北海道 1,000 25 滋賀県 300 

２ 青森県 300 26 京都府 500 

３ 岩手県 300 27 大阪府 1,700 

４ 宮城県 500 28 兵庫県 1,000 

５ 秋田県 200 29 奈良県 300 

６ 山形県 200 30 和歌山県 200 

７ 福島県 400 31 鳥取県 100 

８ 茨城県 600 32 島根県 200 

９ 栃木県 400 33 岡山県 400 

10 群馬県 400 34 広島県 600 

11 埼玉県 1,400 35 山口県 300 

12 千葉県 1,200 36 徳島県 200 

13 東京都 2,700 37 香川県 200 
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14 神奈川県 1,800 38 愛媛県 300 

15 新潟県 400 39 高知県 200 

16 富山県 200 40 福岡県 1,000 

17 石川県 300 41 佐賀県 200 

18 福井県 200 42 長崎県 300 

19 山梨県 200 43 熊本県 400 

20 長野県 400 44 大分県 300 

21 岐阜県 400 45 宮崎県 200 

22 静岡県 700 46 鹿児島県 300 

23 愛知県 1,400 47 沖縄県 300 

24 三重県 400  計 25,500 

 

２.２ 調査項目 

消費者被害に対する脆弱性の各要因と被害化の関連を明らかにするため、以下の情報を収集し

た。 

表２ 調査項目一覧 

  設問番号  アンケート項目 図表番号 該当ページ 

① 回答者の 

     基本属性 

Q１ 性別 図１ p11 

Q２ 年齢 － p11 

Q３ 配偶者の有無 図２ p11 

Q４-５ 家族状況 図３ p12 

Q６-７ 居住地域 － － 

Q81 経済的余裕 図７ p14 

Q117 最終学歴 図４ p12 

Q118 居住年数 図６ p13 

Q119 所有している通信機器 図８ p14 

Q120 住居形態 図５ p13 

② 消費者被害の 

実態 

Q８-９ 消費者被害経験 図 10 p15 

Q10 被害内容 図 11 p16 

Q11 名乗った身分 図 12 p17 

Q12 接触のきっかけ 図 13 p18 

Q13 接触に対する対応 図 14 p19 

③ 個人レベルの 

脆弱性 

Q16 
消費者被害にあう可能性への自己評

価( 木村ら,2023 )⁷ 
－ － 

Q24-31 不審な連絡への対応 図 19 p22 

Q32-40 詐欺脆弱性( Ueno et al., 2021 )⁸ 図 20 p23 

Q77-79 孤独感( Igarashi, 2019 ) ⁹ 図 18 p21 
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Q80 
主観的健康状態( Herdman et al., 

2011 )10 
図 15 p19 

Q82-90 
抑うつ症状評価( Muramatsu et al., 

2018 )11 
図 16 p20 

Q91-95 
主観的認知機能評価( Sumiyoshi et 

al., 2022 )12 
図 17 p21 

Q96 損失回避の傾向 － － 

Q97 リスク判断の傾向（利益領域） － － 

Q98 リスク判断の傾向（損失領域） － － 

Q99-116 
日常生活での身体への気づきやすさ

( Shoji et al., 2018 )13 
－ － 

④ 対人・集団 

レベルの 

脆弱性 

Q14 相談先 図 21 p24 

Q19-23 
過去１ヶ月の消費者被害についての会話

状況 
－ － 

Q41-48 日常の相談 図 22 p25 

Q49-56 金融管理相談 図 23 p26 

Q57-64 人間関係の悩み 図 24 p26 

Q65-70 
普段のコミュニケーションへの満足

度 
－ － 

⑤ 地域・社会 

レベルの 

脆弱性 

Q15 消費者被害の注意喚起を見た手段 － －  

Q17-18 防犯グッズ・啓発物への接触状況 － － 

Q71-76 居住区での人間関係 － － 

Q121 居住区での参加団体等 図９ p15  

 

２.３ 調査方法 

調査は業者に委託し、業者の自社モニターを対象としたインターネットアンケート調査と

した。調査開始日は 2026 年１月 16 日となり、同年２月 19 日に目標数の２万 5,500 件を回収し

たため調査を終了した。性別について「その他」又は「回答したくない」とした回答者を含める

と、総回収数は２万 5,600 件となった。 

回答者は、アンケートの回答を始める前に、調査画面上の調査説明文書を読んだ上で回答した

ことによって、自由意志による参加同意が得られたとみなした。回答者の負担軽減のため、約15

分で回答できる内容とした。また、回答内容の精度を担保するため、設問中に「この項目では

『ややそう思う』を回答してください。」とのトラップ項目（DQS; Directed Questions Scale）

を設けた。また、本アンケート調査における割合は、小数点以下第２位で四捨五入している

ため、各項目の合計が100.0％にならない場合がある。 

 

３．調査結果 

３.１ 個人の生活状況について 
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性別は、男性49.8％、女性49.8％であり、男女がほぼ同数であった。その他は0.1％、回答した

くないは0.3％であり、性別構成については大きな偏りのないサンプルであった。また、年齢の平

均値は45.7±15.2歳であり、最小値は20.0歳、最大値は99.0歳であった。 

図１ 性別（Q１） 

 

配偶者の有無については、未婚が45.5％、既婚が46.7％であり、未婚者と既婚者がほぼ同程度を

占めていた。離別・死別は7.7％であった。 

図２ 配偶者の有無（Q３） 

49.8 49.8 

0.1 0.3 

男性 女性 その他 回答したくない

［%］

（n=25,600）

45.5 

46.7 

7.7 

未婚 既婚 離別・死別

［%］

（n=25,600）
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 家族状況について、同居している家族では、配偶者・パートナーが46.7％で最も多く、親

28.0％、子ども26.9％が続いた。一方、同居家族がいないとの回答も24.7％みられた。別居してい

る家族では、きょうだいが41.1％、親が35.3％、子どもが18.1％であったが、別居家族がいないと

の回答も38.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 家族状況（Q４-５） 

 

最終学歴では、四年制大学が37.0％で最も多く、次いで高等学校32.2％、短期大学・専門学校

20.6％であった。大学院・六年制学部は6.6％であり、短期大学・専門学校以上を合計すると

64.2％であった。比較的高学歴層が多く含まれる一方で、高等学校以下の回答者も一定数含まれ

ていた。 

図４ 最終学歴（Q117） 

 

46.7 

28.0 

26.9 

9.4 

0.6 

1.4 

24.7 

1.9 

35.3 

18.1 

41.1 

6.9 

0.0 

38.9 

0 10 20 30 40 50

配偶者・パートナー

親

子ども

きょうだい

孫

その他

なし

同居している家族 別居している家族 (ｎ=25,600)

［%］

0.6 

2.9 

32.2 

20.6 

37.0 

6.6

0.2

0 10 20 30 40

小学校（尋常小学校、高等小学校を含む）

中学校

高等学校（旧制中学校、女学校、実業高校、師範学校を含む）

短期大学、専門学校（高専等を含む）

四年制大学（旧制高校、旧制高等専門学校を含む）

大学院、六年制学部

その他 (ｎ=25,600)

[％]
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住居形態では、戸建て（持ち家）が50.6％で最も多く、集合住宅（借家）が30.7％で続いた。集

合住宅（持ち家）は13.1％、戸建て（借家）は3.9％であった。持ち家居住者が多い一方で、集合

住宅（借家）の割合も一定程度みられた。 

図５ 住居形態（Q120） 

 

居住年数は、５年未満が17.6％で最も多く、次いで40年以上が14.6％、５～９年が12.3％、10

～14年が11.0％であった。比較的短期の居住者と長期居住者の双方が含まれており、居住年数に

は偏りがみられなかった。 

図６ 居住年数（Q118） 

 

50.6 

3.9 

13.1 

30.7 

1.7 

戸建て（持ち家） 戸建て（借家） 集合住宅（持ち家） 集合住宅（借家） その他

［%］

（n=25,600）

17.6 

12.3 

11.0 

9.6 10.7 

10.7 

7.1 

6.5 

14.6 

5年未満 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年

25～29年 30～34年 35～39年 40年以上

［%］

（n=25,600）
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経済的余裕については、「どちらでもない」が32.4％で最も多く、「あまりない」が25.4％、

「少しある」が19.9％、「全くない」が17.7％、「とてもある」が4.5％であった。「全くない」

と「あまりない」を合わせると43.1％であり、経済的余裕を十分には感じていない層が一定数存

在していた。 

図７ 経済的余裕（Q81） 

 

所有している通信機器では、携帯電話・スマートフォンが92.0％と最も多く、次いでパソコン

59.7％、固定電話34.4％、タブレット型端末23.0％であった。あてはまるものはないとの回答は

4.3％であり、多くの回答者が何らかの通信機器を保有していた。 

 
図８ 所有している通信機器（Q119） 

 

参加団体については、「これらの団体には加入していない」が58.2％で最も多かった。加入し

ている団体では、町会・自治会が38.2％と突出して多く、防犯ボランティア団体、環境整備団

体、趣味活動団体、その他団体はいずれも３％未満であった。地域団体への参加は、町会・自治

会を中心とした参加に限られている傾向がみられた。 

 

 

34.4 

92.0 

59.7 

23.0 

4.3 

0 20 40 60 80 100

固定電話

携帯電話・スマートフォン

パソコン

タブレット型端末

あてはまるものはない

(
(ｎ=25,600)

[％] 

 

17.7 

25.4 

32.4 

19.9 

4.5 

全くない あまりない どちらでもない 少しある とてもある

［%］

（n=25,600）
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図９ 居住区での参加団体等（Q121） 

 

３.２ 消費者被害の状況 

消費者被害にあった経験については、「なかった」が94.2％で最も多く、「１回」が4.7％、

「２回以上」が1.1％であった。少なくとも１回以上の被害経験がある回答者は5.8％であった。一

方、消費者被害にあいそうになった経験については、「なかった」が89.1％、「１回」が7.2％、

「２回以上」が3.6％であり、少なくとも１回以上、被害にあいそうになった経験がある回答者は

10.8％であった。実際の被害経験よりも、被害にあいそうになった経験の方が多く報告されてい

た。以下本報告書では、インターネットアンケート調査において、消費者被害にあったことが１

回以上あると回答した者を「被害者」、被害にあいそうになったことが１回以上あると回答した

者を「回避者」と呼称する。 

 

 
図10 消費者被害経験（Q８-９） 

 

被害内容については、被害者・回避者ともに架空料金請求詐欺が最も多く、被害者では

28.1％、回避者では42.8％であった。被害者では、架空料金請求詐欺に次いで、不明15.6％、悪質

商法14.6％、その他14.6％、金融商品詐欺11.9％が多かった。その他を選択した場合は、被害内容

について自由記述を求めたが、その中でも多かったのは「クレジットカードの不正利用」、「通

信販売に関するトラブル」などであった。回避者では、架空料金請求詐欺に次いで、不明

12.8％、その他10.3％、金融商品詐欺9.9％、還付金詐欺8.6％、悪質商法8.5％が多かった。回避

94.2 

4.7 

1.1 

89.1 

7.2 

3.6 

0 20 40 60 80 100

なかった

１回

２回以上

消費者被害にあったことがある

消費者被害にあいそうになったことがある

(ｎ=25,600)

[％]

38.2 

2.3 

2.5 

2.7 

0.7 

58.2 

0 20 40 60 80

町会・自治会

町会・自治会を除く、地区内の防犯ボランティア団体

町会・自治会を除く、地区内の環境整備をする団体（公園・道路の清掃や草取り等）

町会・自治会を除く、地区内で趣味の活動を行う団体

町会・自治会を除く、その他の団体

これらの団体には加入していない (ｎ=25,600)

[％]
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者についても、その他を選択した場合は自由記述を求めたが、その中でも多かったのは「クレジ

ットカードの不正利用」、「架空料金請求詐欺」、「ニセ警察詐欺」などであった。全体とし

て、架空料金請求詐欺が最も代表的な接触・被害類型であることが示された。 

 

 
※オレオレ詐欺のうち、名乗った身分（Q11）が警察職員であったものは以下の通り。 

・被害者：49人中31人（63.3％） 

 ・回避者：199人中104人（52.3％） 

 

図11 被害内容（Q10） 

 

相手が名乗った身分については、被害者では「名乗らなかった」が21.8％、「覚えていない」

が18.7％であり、身分が明確に認識されていないケースが多かった。具体的な身分では、警察職

員13.2％、SNS等で知り合った個人・知人8.7％、金融機関職員7.7％、ネットオークション7.6％

が比較的多かった。回避者でも「名乗らなかった」が20.6％、「覚えていない」が16.1％で多く、

具体的な身分では警察職員13.2％、金融機関職員11.1％、役所職員9.0％が多かった。なお、オレ

オレ詐欺のうち名乗った身分が警察職員であったものは、被害者49人中31人（63.3％）、回避者

199人中104人（52.3％）であり、オレオレ詐欺において警察職員を名乗るケースが半数以上含ま

れていた。 

28.1 
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図12 名乗った身分（Q11） 

 

接触のきっかけについては、被害者では携帯電話・スマートフォン（SMS・メールを含む）が

24.9％で最も多く、SNSが15.2％、PCメールが11.5％、居宅訪問が10.5％、PC画面に表示が9.8％

であった。回避者でも携帯電話・スマートフォンが34.6％で最も多く、固定電話19.5％、PCメー

ル15.1％、SNS12.2％が続いた。被害者・回避者ともに、スマートフォンやメール、SNSなどのデ

ジタル経路による接触が中心であったが、固定電話や居宅訪問も一定数みられた。 
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図13 接触のきっかけ（Q12） 

 

接触に対する対応については、被害者では「メール・SNSなどで返信をした」が27.6％で最も多

く、次いで「電話でしばらく話を聞いた」23.1％、「対面でしばらく話を聞いた」19.9％、「PC

画面に従った」16.2％であった。被害者の選択肢には「すぐに無視した・断った」を設けなかっ

たため、0.0％になっている。これに対して、回避者では「すぐに無視した・断った」が42.2％で

最も多く、「電話でしばらく話を聞いた」が24.2％、「対面でしばらく話を聞いた」が13.2％であ

った。回避者では初期接触の段階で無視・拒否できた割合が最も多いものの、しばらく接触を続

けていることが一定数あることが示された。 
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図14 接触に対する対応（Q13） 

 

３.３ 個人の心理社会状況について 

主観的健康状態の評価にはEQ-5D-5L( Herdman et al., 2011 )10 を用いた。現在の健康状態につ

いて０～100点で尋ねられており、回答は比較的高い側に多く分布していた。10点刻みでみると、

71～80点が5,323人、81～90点が2,897人、91～100点が2,192人であり、71点以上の回答者は合計

1万0,412人であった。一方、０～10点は1,945人、11～20点は647人であった。50点以下の回答者

は35.5％、51点以上の回答者は64.5％であり、全体としては健康状態を中程度以上に評価する回

答者が多かった。 

 

 
図15 主観的健康状態（Q80） 
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抑うつ症状の評価には、Patient Health Questionnaire-9（PHQ-9）の日本語版( Muramatsu et 

al., 2018 )11を用いた。抑うつ症状については、多くの項目で「全くない」が最も多かった。ただ

し、「疲れた感じがする、または気力がない」では「全くない」が37.7％にとどまり、「数日」

が35.0％、「半分以上」が16.0％、「ほとんど毎日」が11.3％であった。また、睡眠に関する項目

でも「全くない」が43.4％、「数日」が30.9％、「半分以上」が14.6％、「ほとんど毎日」が

11.0％であり、疲労感・気力低下や睡眠の問題は比較的多くみられた。希死念慮に関する項目で

は「全くない」が70.4％で最も多かったが、「数日」17.0％、「半分以上」7.8％、「ほとんど毎

日」4.8％の回答もみられた。 

図16 抑うつ症状評価（Q82-90） 

 

主観的認知機能の評価には、Perceived Deficits Questionnaire for Depression–5-item（PDQ-D-

5）の日本語版( Sumiyoshi et al., 2022 )12を用いた。認知機能評価では、いずれの項目でも「全く

問題なかった」が最も多く、「集中力を保つ」58.2％、「最近聞いた話や情報を思い出す」

57.9％、「以前から知っていた事実や情報を思い出す」58.0％、「計画を立てたり物事を整理した

りする」64.1％、「始めたことを完遂する」60.8％であった。一方、「軽い問題があった」は20.7

～27.3％程度、「中程度の問題があった」は10.4～11.7％程度みられた。全体として、重い問題を

抱える回答者は少数であるが、軽度から中程度の認知機能上の困難を自覚する回答者は一定数存

在していた。 
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図17 主観的認知機能評価（Q91-95） 

 

孤独感の評価には、Three-Item Loneliness Scaleの日本語版( Igarashi, 2019 )９を用いた。孤独感

については、「自分に仲間付き合いがないと感じることがある」では「よくある」が25.5％、

「たまにある」が36.7％であり、合計62.2％が少なくとも時々そのように感じていた。「疎外され

ていると感じることがある」は「よくある」10.0％、「たまにある」28.7％で合計38.7％、「他の

人から孤立していると感じることがある」は「よくある」13.9％、「たまにある」30.2％で合計

44.1％であった。仲間付き合いの不足感は、疎外感や孤立感よりも高く報告されていた。 

図18 孤独感（Q77-79） 

 

不審な連絡への対応意向については、「とにかく無視しようと思う」は「ややそう思う」

34.2％、「そう思う」39.3％で、合わせて73.5％であった。また、差出人について「パソコンやス
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マートフォンで調べようと思う」も「ややそう思う」36.3％、「そう思う」35.8％で、合わせて

72.1％であった。一方、「警察や行政機関に通報しようと思う」は「ややそう思う」34.2％、「そ

う思う」13.2％で、合わせて47.4％であり、無視や自分で調べる行動に比べるとやや低かった。相

談意向については、「誰かに相談したいと思う」が57.1％であり、不審な連絡を受けた際には、

一定数が相談を志向していることが示された。 

図19 不審な連絡への対応（Q24-31） 

 

詐欺脆弱性の評価には、詐欺脆弱特性尺度( Ueno et al., 2021 )8を用いた。詐欺脆弱性に関する

項目では、「知らない人が訪ねてきたら、彼らの話を聞かないようにしている」は「少しあては

まる」以上が89.1％であり、見知らぬ来訪者への警戒意識は高かった。一方で、脆弱性に関わる

項目として「自分は、詐欺にあわない自信がある」は「少しあてはまる」以上が73.1％、「知ら

ない人に強い口調で言われると、おびえてしまう」は63.4％、「お金に関する相談をすること

は、家族や友人の信用を失いそうで不安である」は61.4％、「自分だけ褒められたり、特別な待

遇を受けるとうれしくなる」は59.0％であった。見知らぬ者への警戒行動がみられる一方で、過

度な自信、対人圧力、承認欲求、金銭相談への不安に関わる脆弱性も一定程度存在していた。 
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図20 詐欺脆弱性（Q32-40） 

 

３.４ 相談相手について 

被害・回避時の相談先については、被害者では「同居人（配偶者・パートナー）」が29.7％で
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トナーを除く家族）」が12.7％、「同居はしていない家族」が12.5％であった。回避者でも「同居

人（配偶者・パートナー）」が35.5％で最も多く、「誰にも話していない」が28.3％、「同居人

（配偶者・パートナーを除く家族）」が15.8％、「同居はしていない家族」が13.3％、「警察」が

11.4％、「近隣住民を除く、離れた地域に住む友人・知人」が10.2％で続いた。被害者・回避者と

もに、配偶者・家族への相談が中心であった一方、約３割は誰にも相談していなかった。 
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図21 相談先（Q14） 

 

次に、日常の困りごと、金融管理、人間関係の悩みに関する相談について、分からないことや

不安なことが生じた際に、どのような相手に相談したいと思うかを尋ね、相談相手の属性ごとの

相談意向を調査した。 

日常の相談相手については、「配偶者・パートナー」に対して「まあまあ相談したい」「相談

したい」と回答した者が合わせて40.9％であった。また、「子・孫」については、同様の回答が

合わせて24.4％であった。一方、「該当する相手なし」は、「配偶者・パートナー」で51.4％、

「子・孫」で60.5％と高く、これらの相談相手が存在しない回答者も多かった。「該当する相手

なし」を除いた場合（以降「該当者ベース」vと記述）、「配偶者・パートナー」への相談意向を

示した者は、84.2％、「子・孫」への相談意向を示した者は61.7％であった。 

「同じ地域に住む友人・知人」については、相談意向を示した者が合わせて41.0％（該当者ベ

ースで46.8％）、「遠方の友人・知人」では同様の回答が33.0％（同37.5％）、「定期的に家を訪

ねてくる人」では23.5％（同 30.6％）であった。また、「その分野の専門家・詳しい先生」では

43.3％（同53.1％）、「公的機関の窓口」では51.4％（同57.7％）、「オンラインで繋がっている

人や相談窓口」では31.8％（同37.8％）であった。特に、公的機関の窓口や専門家に対しては、該

当者に限定すると半数以上が相談意向を示しており、専門的支援への一定の期待がうかがわれ

た。 

 
v 「該当者ベース」の相談意向を示した者（%）については、（「相談したい」の回答者数＋「まあまあ相談したい」の回答者

数）／（回答者の全数－「該当する相手なし」の回答者数）×100で計算した。 
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図22 日常の相談（Q41-48） 

 

金融管理に関する相談相手について、「配偶者・パートナー」に対して「まあまあ相談した

い」「相談したい」と回答した者は38.3％（該当者ベースでは78.8％）であり、また、「子・孫」

では20.9％（同52.8％）であった。「同じ地域に住む友人・知人」では30.3％（同34.7％）、「遠

方の友人・知人」では26.0％（同29.7％）、「定期的に家を訪ねてくる人」では19.7％（同

25.4％）であった。また、「その分野の専門家・詳しい先生」では41.3％（同49.5％）、「公的機

関の窓口」では43.2％（同48.8％）、「オンラインで繋がっている人や相談窓口」では27.2％（同

32.1％）であった。特に、配偶者・パートナーについては、該当者ベースでは約８割が相談意向

を示しており、金融管理における主要な相談相手となっていることがうかがわれた。また、公的

機関の窓口や専門家に対しても、該当者ベースでは約半数が相談意向を示しており、金融管理に

おいても専門的支援への一定の期待がみられた。 
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図23 金融管理相談（Q49-56） 

 

人間関係の悩みに関する相談相手について、「配偶者・パートナー」に対して「まあまあ相談

したい」「相談したい」と回答した者は37.3％（該当者ベースでは76.6％）であり、また、「子・

孫」では19.8％（同50.1％）であった。「同じ地域に住む友人・知人」では38.7％（同44.4％）、

「遠方の友人・知人」では33.5％（同38.3％）、「定期的に家を訪ねてくる人」では21.0％（同

27.5％）であった。また、「その分野の専門家・詳しい先生」では34.2％（同41.4％）、「公的機

関の窓口」では33.3％（同38.4％）、「オンラインで繋がっている人や相談窓口」では26.6％（同

31.6％）であった。特に、配偶者・パートナーや子・孫といった家族に加えて、同じ地域に住む

友人・知人について、該当者ベースでみると半数以上が相談意向を示しており、人間関係の悩み

において、家族や地域的つながりが重要な相談資源となっていることがうかがわれた。 
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４．考察 

４.１ 個人の生活状況について 

本調査の対象者は、性別では男性・女性がほぼ同数であり、配偶関係についても未婚者と既婚

者がほぼ同程度であった。また、最終学歴は四年制大学が最も多く、短期大学・専門学校以上を

含めると比較的高学歴層が多い構成であった。通信機器については、携帯電話・スマートフォン

の保有率が92.0％と非常に高く、パソコン保有者も過半数の59.7％を占めていた。一方で、固定

電話を保有する者も34.4％と一定数存在しており、調査対象者の生活環境には、デジタル接触と

従来型接触の双方が併存していることがうかがえる。 

この点は、消費者被害の接触経路を考えるうえで重要である。近年の消費者被害は、電話や訪

問といった従来型の接触だけでなく、SMS、メール、SNS、デジタル広告、ダイレクトメッセー

ジなどのデジタル経路を通じて発生している。OECD( 2023 )14は、デジタル時代における消費者

の脆弱性について、類型的・属性的な脆弱性に限らず、多くの消費者が状況によって脆弱になり

得ると指摘している。したがって、本調査の対象者が高いデジタル機器保有率を示していること

は、単に情報アクセスの高さを意味するだけでなく、デジタル空間における詐欺接触機会の増加

とも関連し得る。 

経済的余裕については、「全くない」「あまりない」を合わせると４割を超えており、経済的

不安を抱える層が一定程度存在する。国民生活センター( 2026 )15は、高齢者の消費者被害に関し

て、「お金」「健康」「孤独」の不安が悪質業者に利用されやすいことを指摘している。今回の

調査対象者全体に直ちに高齢者特有のリスクを当てはめることはできないが、経済的余裕の乏し

さは、「容易に利益が得られるとする話」や支援を装った勧誘に対する警戒心が低下する可能性

がある。 

また、参加団体については、町会・自治会への加入は一定数みられるものの、それ以外の防犯

ボランティア、環境整備、趣味活動などの団体参加は低く、「加入していない」が過半数を占め

ていた。地域団体への参加は、単なる社会参加にとどまらず、防犯情報や消費者被害情報が伝わ

る経路にもなり得る。そのため、団体非加入者には、注意喚起情報が届きにくい、あるいは周囲

からの気づき・声かけが働きにくい可能性がある。 

今後の分析の展望としては、通信機器の保有状況、経済的余裕、住居形態、同居家族の有無、

団体参加の有無を説明変数とし、被害・回避経験、不審連絡への対応、相談行動との関連を検討

することが有用である。特に、スマートフォン保有者と固定電話保有者で接触経路や被害内容が

異なるか、団体参加が相談行動や被害回避行動と関連するかを確認することで、より実務的な予

防施策につながる知見が得られる可能性があると考えられる。 
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４.２ 消費者被害の状況について 

本調査では、消費者被害にあった経験は5.8％と少数であった一方、消費者被害にあいそうにな

った経験はそれよりも多く10.8％であった。米国の高齢者を対象とした12件の研究、計４万1,711

名を統合したBurnes et al. ( 2017 )16のメタ分析によると、高齢者の詐欺被害率は、約５年間で

5.6％、１年間で5.4％であった。本研究では20歳以上を調査対象にしていたが、米国の高齢者を

対象としたBurnes et al. ( 2017 )16のメタ分析と同等の消費者被害経験率であった。さらに、消費

者庁の令和６年度消費者意識基本調査( 消費者庁, 2025 )17では、この１年間に購入した商品・利

用したサービスについて、８種類の消費者被害のうち１つ以上について「ある」と回答した人の

割合が22.3％であった。ただし、消費者庁( 2025 )17の消費者被害の定義は本研究よりも広く、

「詐欺によって事業者にお金を支払った（又はその約束をした。）」「問題のある販売手法やセ

ールストークにより契約・購入した」を含むものの、「商品の機能・品質やサービスの質が期待

よりかなり劣っていた」「けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった」なども含まれ

ている。以上のことを踏まえて、消費者庁( 2025 )17における消費者被害の発生率が、本研究より

高い結果が出たのではないかと考えられる。また、消費者被害にあいそうになった経験は被害経

験よりも多いことから、実際の金銭的・契約的被害に至る前段階で、不審な接触や勧誘を経験し

ている人が一定数存在することを示している。 

被害内容では、被害者・回避者ともに架空料金請求詐欺が最も多かった。架空料金請求は、

SMS、メール、PC画面、偽サイト、警告表示などと結びつきやすく、調査対象者の高いスマート

フォン・パソコン保有率とも整合的である。また、被害者・回避者の双方で「不明」や「その

他」も一定割合を占めており、被害類型の認識が明確でないケースも少なくない。これは、警察

や消費生活相談の場面において、被害者本人が「何の被害だったのか」を正確に説明できない場

合があることを示唆している。 

名乗った身分では、「名乗らなかった」「覚えていない」が多かった一方で、警察職員、金融

機関職員、役所職員などの公的・専門的権威を装うケースもみられた。特殊詐欺被害全体のう

ち、警察職員を名乗ったものは全体の36.0％となった。特に、オレオレ詐欺においては、警察職

員を名乗ったものが、被害者で63.3％、回避者で52.3％と示されている。これは、近年のニセ警

察詐欺の増加傾向とも整合する。なお、現時点の集計には、「その他」や自由記述回答を含むた

め、今後のデータクリーニングにより精査された場合、警察職員を名乗る割合はさらに高くなる

可能性がある。警察庁は、2025年の特殊詐欺について、認知件数・被害額が著しく増加してお

り、ニセ警察詐欺の認知件数が１万1,014件、被害額が1,005.0億円で、特殊詐欺の認知件数に占

める割合が39.6％であったと公表している( 警察庁, 2026 )１。 
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接触のきっかけでは、携帯電話・スマートフォン、SMS・メール、SNS、PCメールなどのデジ

タル経路が多くみられた。一方で、固定電話や居宅訪問も一定数存在しており、デジタル型と従

来型の詐欺経路が併存している。警察庁は、2025年のSNS型投資詐欺について、認知件数9,523

件、被害額1,288.0億円と前年より増加し、バナー広告やダイレクトメッセージを当初の接触手段

とする被害が全体の約８割を占めると報告している( 警察庁, 2026 )１。このことから、本調査で

デジタル接触経路が多くみられた点は、現在の詐欺環境の変化を反映している可能性がある。 

回避者として特に重要なのは、接触に対する初期対応である。回避者では「すぐに無視した・

断った」が最も多く、42.2％であった。これは、初期接触時に「反応しない」「会話を継続しな

い」「返信しない」という行動が、被害回避において大きな意味を持つ可能性を示している。た

だし、被害者では初期接触時に「すぐに無視した・断った」の選択肢を設けなかったこともあ

り、因果関係を直接示すものではない。さらに、回避者でもしばらく接触を続けていることが示

され、今後、被害者・回避者の属性や接触経路を統制した分析が必要である。 

 

４.３ 個人の心理社会状況について 

主観的健康状態は全体として中程度以上に分布していたが、抑うつ症状の評価では、疲労感・

気力低下や睡眠の問題が相対的に多く報告されていた。抑うつ症状の評価には、PHQ-9を用いて

おり、PHQ-9は抑うつ重症度を測定する信頼性・妥当性の高い尺度として広く用いられている

( Kroenke et al., 2001 )18。 

本調査は診断を目的としたものではないため、個別の精神疾患の有無を判断することはできな

い。しかし、疲労感、睡眠の問題、気分の落ち込み、集中困難などは、詐欺場面での判断力、注

意配分、情報処理、対人圧力への抵抗に影響し得る。詐欺被害は単なる知識不足ではなく、疲

労、ストレス、孤立、不安、経済的困窮などが重なった状況で生じる可能性がある。近年のレビ

ューでも、高齢者の詐欺被害や金融搾取のリスクには、認知機能だけでなく、心理的・社会的・

健康関連要因が複合的に関与することが指摘されている( Ebner et al., 2023 )19。 

認知機能評価では、多くの回答者が「全く問題なかった」と回答した一方、軽い問題や中程度

の問題を自覚する層も一定数存在していた。具体的には、集中力、記憶、計画、完遂などの各項

目において、「軽い問題があった」が２割前後から３割弱、「中程度の問題があった」が１割程

度みられる。自己評価式の認知機能は標準化された神経心理検査とは異なるが、客観的認知機能

評価、社会機能、仕事・活動への支障、生活の質と関連することが示されており、主観的認知機

能評価は客観的認知機能評価とは異なる側面を補完的に捉える指標として位置づけられる

( Sumiyoshi et al., 2022 )12。 
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孤独感については、「仲間付き合いがない」と感じる者が多く、疎外感や孤立感も一定程度み

られた。孤独・孤立は、詐欺脆弱性を考えるうえで重要な心理社会的要因である。詐欺加害者

は、金銭的不安だけでなく、孤独、承認欲求、話し相手の不足、親切にされたい気持ちにつけ込

むことがある。DeLiema et al.( 2025 )20でも、孤独感が高いほど金融詐欺被害の発生件数が多いこ

とが示され、詐欺者が社会的・心理的ニーズを利用する可能性が指摘されている。 

また、不審な連絡への対応意向では、「とにかく無視しようと思う」や差出人について「パソ

コンやスマートフォンで調べようと思う」とする回答が高く、不審な連絡に対しては、無視や自

己確認を志向する者が多いことが示された。一方で、「警察や行政機関に通報しようと思う」と

する回答は、無視や自己検索に比べると相対的に低く、不審な連絡を受けた際に、直ちに公的機

関へ情報提供・通報する意向は必ずしも高くないことがうかがわれる。ただし、これらの結果は

不審な連絡を想定した一般的な対応意向を尋ねたものであり、実際に詐欺的接触を受けた場面で

同様の行動がとられることを直接示すものではない。詐欺場面では、緊急性、権威、恐怖、利益

期待、対人圧力などが組み合わされるため、平常時には「無視する」「調べる」と考えていて

も、実際の接触場面では返信、折り返しの連絡、相手の指示への追従が生じる可能性がある。特

に、電話や画面上の指示に即時に対応を求められる場面では、注意、記憶、実行機能などの認知

的資源を用いて状況を整理し、行動を中断することが必要となる。そのため、特に高齢者では軽

度の認知機能低下が特殊詐欺への脆弱性と関連することが報告されており( Ueno et al., 2021 )8、

詐欺脆弱性を考える際には、心理社会的要因だけでなく、認知機能の状態も重要な要因の一つと

して位置づけられる。 

詐欺脆弱性に関する項目では、知らない人への警戒意識が一定程度みられる一方で、「自分は

詐欺にあわない」という自信、強い口調への萎縮、特別扱いへの好意的反応、お金の相談への不

安なども一定数みられた。ここで注目すべき点は、「詐欺にあわない自信」と「実際の脆弱性」

が必ずしも反対概念ではないことである。自信がある人であっても、権威者を装われる、緊急性

を強調される、個別に承認される、秘密保持を求められるといった場面では、判断が揺らぐ可能

性がある。したがって、詐欺脆弱性は、知識の有無だけでなく、対人場面での反応傾向、感情調

整、相談への抵抗感、認知的負荷の影響を含めて捉える必要がある。 

 

４.４ 相談相手について 

本調査では、被害・回避時の相談先に加え、日常の困りごと、金融管理、人間関係の悩みに関

する相談について、回答者がどのような相手に相談したいと考えているかを調査した。 
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まず、被害・回避時の相談先については、被害者の29.7％、回避者の35.5％が「同居人（配偶

者・パートナー）」を挙げており、家族が消費者被害における主要な防犯資源として機能してい

る実態が示された。 

一方で、「誰にも話していない」と回答した者も被害者・回避者ともに約３割存在していた。

これは、不審な接触や被害経験を周囲と共有せず、個人の中で抱え込んでいる者が一定数存在す

ることを示している。加えて、警察や消費生活センターといった公的機関への相談割合も限定的

であり（警察への相談は、被害者で17.4％、回避者で11.4％。消費生活センターへの相談は、被

害者で12.0％、回避者で6.2％）、不審な連絡への対応意向において、「警察や行政機関に通報し

ようと思う」とする回答（合わせて47.4％）が、無視（73.5％）や自己検索（72.1％）に比べて

低かったデータとも整合している。このことから、不審な連絡や被害に対して、「これくらいで

相談・通報してよいのか」と躊躇する心理的ハードルが存在している可能性が示唆される。 

次に、日常の相談、金融管理に関する相談、人間関係の悩みに関する相談についての相談意向

の結果について考察する。これにより、詐欺・消費者被害の予防や対応に関連する相談資源の特

徴を検討したい。特に注目すべきは、相談意向が高い対象である「配偶者・パートナー」及び

「子・孫」において、「該当する相手なし」の割合も高かった点である。日常の相談、金融管理

に関する相談、人間関係の悩みに関する相談において、「配偶者・パートナー」が該当者ベース

ではそれぞれ84.2％、78.8％、76.6％と最も高い相談意向が示されており、「子・孫」では

61.7％、52.8％、50.1％と２番目に続く相談意向を示していた。しかし「配偶者・パートナー」

がいない層は51.4％、「子・孫」がいない層は60.5％に達している。この結果は、家族が重要な

相談資源である一方で、家族関係を前提とした支援のみでは十分ではない可能性を示唆してい

る。 

加えて、家族以外の相談相手についても、すべての相談内容・属性で10%以上が「該当する相

手なし」と回答していることも無視できないだろう。孤独感において「仲間付き合いがないと感

じることがある」と回答した者が62.2％に達している実態とも連動しており、家族や地域コミュ

ニティというインフォーマルなセーフティネットからこぼれ落ちている層が一定数存在している

可能性がある。こうした層は、不審な勧誘や金融トラブルに直面した際、周囲からの声かけや気

づき（互助・共助・公助）を得られず、個人レベルでの自助（無視や検索など）のみに頼らざる

を得ないため、消費者被害に対して脆弱な状況に置かれている可能性が考えられる。 

その一方で、相談相手が存在する回答者をベース（該当者ベース）とした場合、専門家や公的

機関の窓口に対する相談意向は顕著に高くなる。日常の相談では、専門家や公的窓口への相談意

向が半数を超えており、金融管理に関する相談においても約半数が専門的支援を志向していた。
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これは、適切なアクセス経路や相談機会が確保されれば、住民は専門的・公的な窓口を利用する

意思を有していることを示唆している。インフォーマルな相談相手（家族・友人）を持たない層

を、いかにしてフォーマルな相談機関（消費生活センター、警察、公的機関の窓口）へとつなげ

るかが、被害防止における重要な課題になると考えられる。 

人間関係の悩みに関する相談については、配偶者・パートナーや子・孫に加え、「同じ地域に

住む友人・知人」に対する相談意向も他の相談内容と比べて高くなっていた。 

以上より、消費者被害の予防や早期対応を考えるうえでは、家族や地域的つながりといったイ

ンフォーマルな相談資源に加え、公的機関や専門家によるフォーマルな支援、さらにオンライン

相談など多様な相談経路を組み合わせて検討していく余地がある。 

 

４.５ まとめ 

本報告書で扱う集計結果の解釈にあたっては、確定値ではなく暫定的な傾向として捉える必要

があるものの、消費者被害のリスクが、単一の属性や単一の要因で説明できないことが示唆され

る。生活状況では、デジタル機器の普及、固定電話の残存、経済的不安、地域参加の低さが併存

していた。詐欺被害の状況では、架空料金請求詐欺、SNS・スマートフォン経由の接触、警察職

員等を名乗る権威のなりすまし、初期対応の差異が確認された。心理社会状況では、疲労・睡眠

問題、軽度の認知機能低下、孤独感、対人圧力や金銭相談への不安がみられた。相談相手につい

ては、配偶者や家族などの私的ネットワークが重要である一方、誰にも話していない層も一定数

存在していた。 

以上より、消費者被害の予防や早期対応を考えるうえでは、対象者を「高齢者」「若年者」

「デジタルリテラシーが不十分な層」といった固定的な属性で分類するだけでは不十分である。

スマートフォンを日常的に利用する層であっても、SMS、SNS、デジタル広告、偽サイト、偽ア

プリなどを通じた被害リスクを抱える。また、固定電話を保有する層も一定数存在しており、従

来型の電話勧誘・なりすましへの対策も引き続き必要である。したがって、消費者被害予防にお

いては、生活環境に応じて、デジタル接触経路への対策、固定電話・訪問型被害への対策、権威

のなりすましへの具体的啓発、家族や地域による見守り、公的機関や専門家への相談導線といっ

た側面から対策を検討することが重要である。 

さらに、注意喚起の中心を「詐欺の知識を持つこと」だけに置くのではなく、「最初の反応を

止めること」に置く必要があることも示唆された。また、注意喚起の前提として、「判断力が不

十分な人」が被害にあうのではなく、健康状態がよい人、スマートフォンを使い慣れている人、

詐欺にあわない自信がある人でも、状況によって脆弱になり得る可能性もあり、今後精査する必
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要がある。高齢者がサイバー犯罪を報告しにくい要因として、羞恥心、独立性を失うことへの恐

れ、「高齢者はデジタル機器の操作に不慣れだから被害にあっても仕方がない」といったデジタ

ル年齢差別などが指摘されており( Havers et al., 2024 )21、「だまされる人が悪い」のではなく、

「誰でも反応してしまうように設計された手口である」という認識を広めていく必要もある。被

害者非難は報告や相談を妨げる要因になり得るため、消費者被害予防を推進していくうえで、相

談しやすい環境づくりについて検討する必要がある。 

家族や地域的つながりといったインフォーマルな相談資源に加え、公的機関や専門家によるフ

ォーマルな支援、さらにオンライン相談など多様な相談経路については今後の分析によってより

具体的な示唆が得られると考えられる。具体的に検討する観点として、以下の３点が挙げられ

る。 

第一に、実際の相談先が家族に集中していることから、家族向けの啓発が考えられる。消費者

本人への啓発だけでなく、その「同居家族」が被害の予兆（理由のない出金、不審な電話、スマ

ートフォンの長時間の使用など）に気づき、優しく声をかけられるような啓発を検討する余地が

ある。 

第二に、誰にも相談しない層へのアウトリーチが考えられる。被害・回避を経験しながらも約

３割が誰にも話していない実態を踏まえ、「被害にあっていなくても、怪しいと思ったらすぐ相

談してよい」というような認識を広げる必要があると考えられる。 

第三に、相談相手の該当者なし層の孤立の状況に応じたフォーマルな支援が考えられる。特

に、家族や地域のつながりを持たない層に対し、定期的・自動的な見守りやデジタル端末を介し

た相談窓口へのダイレクトなアクセスができるよう（例：防犯アプリなど）、今後検討する余地

がある。 

今後の分析では、被害者・回避者・未経験者の比較、年齢層別分析、接触経路別分析、相談有

無別分析、心理社会的要因を含む多変量解析を行うことで、被害に至るプロセスと回避に寄与す

る要因をより具体的に明らかにできる余地がある。特に、被害回避に関連する個人要因と地域要

因の交絡を抽出することは、詐欺被害ゼロ次予防の施策として「どのような行動・相談・環境が

被害を防ぐのか」を示すうえで有用である。 
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